




The pedigree and the interpretation 





























































































































る(7)。その結果， 1890年（明治 23年） 10月に公布された旧民法では，草案第
1項が削除されて，次のような条文となった叫




























































































































なお．第 2項の家事審判所の名称は， 1947(昭和 22)年に裁判所法が成立




もって, 1950 (昭和 25)年 5月 lHの改正により，私宅監置が削除された (.7)。

















































































具体的には， 1997年の介護保険法の成立 (2000年から施行）， 2000年の社
(20) 中川善之助「親族法CT)』(1958年，青林書院） 560-561頁






















































































































この法案は，同年 7月 6日に衆議院で可決されたものの，同年 8月に第 145
回国会が終了したため，継続審議とされ，同年 10月に召集された第 146回国
会において同年 11月 24日に参議院で可決され，同年 12月 1日に改めて衆議
























































に関する民法第 876条の 5第 1項を民法第 876の 10第 1項で準用することに
したとされている (40;。































て」ジュリスト 1141号 (1998年） 29頁以下，同「成年後見人等の財産に関する権






























(43) 新井誠『高齢社会の成年後見法」 (1994年，有斐閣） 147頁


























(45) 須永醇「成年後見制度について」『須永醇 民法論集J(2010年，酒井書店） 224 
頁



























(48) 道垣内・前掲注(41)37 頁，須永•前掲注(44)224 頁，水野紀子「後見人の身上監




(50) 床谷文雄「成年後見における身上配慮義務」民商 122 巻 4• 5号 (2000年） 75頁
以下，大村敦志『もうひとつの基本民法 I』(2005年，有斐閣） 54頁以下は，財産
行為に付随する行為のみが民法第 858条の射程に含まれるとしている。
































































































































































































































をとること（第 4条第 1項(b), などが定められている。わが国でも障害者基
本法の改正等で対応してきたが，障害者差別解消法等の整備をもって， 2014
（平成 26)年 1月に障害者権利条約の批准書が承認された(61)0 






























るまとぬ田山輝明編著「成年後見制度と障害者権利条約」 (2012年，三省堂） 167 
頁以下，川島聡「障害者権利条約 12条の解釈に関する一考察」実践成年後見51号
(2014年） 71頁以下を参照。
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